
事業概要 【除附票・改製原附票電子化事業】

自治体名 石川県津幡町 人口 ３７，４９９人 事業費 9,９００千円

事業概要
来庁者の待機時間の短縮及び資料の劣化・滅失のリスクを低下させることを目的として、紙の除附票・改
製原附票を電子化する。

具体

サービス

【戸籍附票システム（現行）への取込み】

・ 紙の除附票・改製原附票（約14,000
枚）の電子化

• 証明書発行の迅速化による待ち時間の
短縮

• 町民の財産の安全性向上

【導入前：約２５分】 【導入後：約５分】

システムから探し、A4で印刷する
改ざん防止用紙に印刷し公印を押印する

主な

KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①戸籍附票システムからの改製原附票発行
件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①除附票・改製原附票交付の際の証明書作成所要時
間（待ち時間）
②利用者満足度の向上

交付

申請

保管庫

保管庫にある
約14,000枚の中から探す

複合機

紙の
除附票・改製原附票

サイズB４

交付まで要する時間が
約20分短縮

戸籍附票システム 安全性
向上

紙の除附票・改製原
附票１４，０００枚
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サービス概要（1/1）

サービス名 除附票・改製原附票の電子化 事業費 ９，９００千円

ターゲット 本町窓口に証明書取得のため来庁する者

サービス内容

来庁者の待機時間の短縮及び資料の劣化・滅失のリスクを低下させることを目的として、現在、紙で保管している除附票・

改製原附票を電子化し、現行のシステムに組み込む。

データ化、整理

システム組込

サービスが複数ある場合は、サービスごとに１枚ずつ作成すること 2

上記サービスの実装にあたり、国による他の補助金等の対象となる可能性のある事業は、当該補助
 金等を利用することについて確認した

証明書を
スキャニングする

紙の除附票・
改製原附票を
データ化 スキャナ

電子化

電子化により、劣化や災害に
より滅失のリスクがなくなる

該当者の特定がしやすく、証明書
発行に迅速に対応できる。

戸籍附票システム

生年月日、氏名による検索

安全性・機密性の維持

すべての端末に生体認証機を設置。
不正な改ざんなどがら保護すること
ができ、決められた人のみアクセス
可能。
操作（発行）履歴の確認もできる。

地域や住民に対する利便性や裨益効果

・電子化し現行システムに組み込むこと
により、申請から証明書交付までにかか
る時間（待ち時間）の短縮

・劣化や災害等による滅失リスクがなく
なることで、申請者が求める証明書の交
付ができる

申請書受付 証明書発行 証明書認証・交付
電子化することにより、
証明書発行時間の短縮



推進体制

◼ 庁内の推進体制

【各課室の役割】

町民生活部
町民課

担当課
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庁内関係者の
役割を

示すアイコン

事業実施責任者

担当課

連携部署総務部
企画課

連携部署
連携

交付金申請・取りまとめ

周知広報

名称 名称 役割

事業実施責任者
副町長

（デジタル化推進本部長）
• 事業全体のマネージメント・進歩確認

事業担当課 町民課 • 事業に係るサービス分野を所管、連携部署との調整

連携部署 DX推進本部 • 庁舎内のネットワーク、関連機器等管理、事業の評価・助言

連携部署 企画課 • 町民向けの周知・広報

連携部署

ＤＸ推進本部副町長

事業実施責任者

評価
助言

指示



推進体制

◼ 事業推進体制

名称 役割

津幡町
・事業全般の管理
・システムの利用

富士フイルムシステム
サービス株式会社

・事業の実施

（電子化・システムへの組入）
・システムの提供

DXアドバイザー ・事業の評価・提言

名称 役割

津幡町 富士フイルムシステム
サービス株式会社

参画済

事業者との
調整ステータスを
示すアイコン

参画済

内諾済

検討段階
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DXアドバイザー

評価・助言 電子化、システム組込委託

戸籍附票システム提供

内諾済
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